
第５０回島根県総合開発審議会 

会 議 次 第 

                   日 時：令和元年７月３日（水） 

                                 １３：３０～１５：３０ 

                                   場 所：島根県職員会館多目的ホール 

１．開  会 

 

２．あいさつ 

 

３．議  事 

（１）会長、副会長の選任について 

 

（２）諮問 

 

（３）「島根創生計画」について 

資料 1 島根県の概況 

資料２ 「島根創生計画」（案）骨子 

資料 3 まち・ひと・しごと創生基本方針２０１９ 

 

４．その他 

 

５．閉  会 



島根県総合開発審議会委員名簿 

任期：令和元年７月３日～令和３年７月２日（五十音順、敬称略） 

氏 名 役    職 備 考 

石 川 寿 樹
い し か わ と し き

 島根県農業協同組合 代表理事組合長   

石 橋 良 治
い し ば し り ょ う じ

 島根県町村会 会長  

伊 藤 志 津 江
い と う し づ え

 飯南町志々公民館 館長  

大 谷 恵 美 子
お お た に え み こ

 島根県商工会女性部連合会 会長  

栗 栖  真 理
く り す ま り

 浜田のまちの縁側 代表  

佐 藤 隆
さ と う た か し

 島根県森林組合連合会 代表理事専務  

實 重 温 子
さ ね し げ あ つ こ

 公募委員  

三 瓶 裕 美
さ ん べ ひ ろ み

 つちのと舎 代表  

杉 谷 雅 祥
す ぎ た に ま さ よ し

 島根県中小企業団体中央会 会長  

谷 田 一 子
た に だ か ず こ

 京見屋分店  

朋 澤 公 香
と も ざ わ き み か

 島根県保育協議会 副会長   

成 相 善 朗
な り あ い よ し ろ う

 日本労働組合総連合会島根県連合会 会長代行  

秦 美 恵 子
は た み え こ

 公益社団法人島根県看護協会 会長  

服 部 泰 直
は っ と り や す な お

 国立大学法人島根大学 学長  

藤 田 千 鶴
ふ じ た ち づ る

 一般財団法人島根県連合婦人会 副会長 欠席 

古 瀬 誠
ふ る せ ま こ と

 島根県商工会議所連合会 会頭 欠席 

松 浦 正 敬
ま つ う ら ま さ た か

 島根県市長会 会長 欠席(吉山常務理事) 

松 尾 倫 男
ま つ お の り お

 株式会社山陰中央新報社 代表取締役社長  

室 崎 富 恵
む ろ さ き と み え

 社会福祉法人島根県社会福祉協議会 副会長  

本 宮 理 恵
も と み や り え

 NPO 法人てごねっと石見 理事  

森 本 紀 彦
も り も と の り ひ こ

 一般社団法人島根県医師会 会長  

吉 田 修
よ し だ お さ む

 株式会社山陰合同銀行 地域振興部長 欠席 

余 島 睦 美
よ し ま む つ み

 知夫村地域おこし協力隊  

計２３名（うち欠席４名） 

オブザーバー 



○島根県附属機関設置条例（抄）

昭和 年 月 日43 6 28

島根県条例第 号15

島根県附属機関設置条例をここに公布する。

島根県附属機関設置条例

(この条例の趣旨)

第 条 地方自治法(昭和 年法律第 号)第 条の 第 項の規定による1 22 67 138 4 3

附属機関の設置については、他の条例に特別の定めがあるものを除くほか、

この条例の定めるところによる。

(附属機関の設置及びその担任事務)

第 条 別表の左欄に掲げる執行機関に同表の中欄に掲げる附属機関を置き、2

その担任事務はそれぞれ同表の右欄に掲げるとおりとする。

(委任)

第 条 この条例に定めるもののほか、附属機関の組織、運営その他附属機関3

に関し必要な事項は、規則又は教育委員会規則で定める。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。1

別表(第 条関係)2

執行機関 附属機関 担任事務

知事 島根県総合 知事の諮問に応じ、県の総合開発に関する

開発審議会 重要事項を調査審議すること。



○島根県総合開発審議会規則

昭和 年 月 日47 2 12

島根県規則第 号3

島根県総合開発審議会規則をここに公布する。

島根県総合開発審議会規則

(趣旨)

1 43 15 3第 条 この規則は、島根県附属機関設置条例(昭和 年島根県条例第 号) 第

条の規定により、島根県総合開発審議会(以下「審議会」という。)の組織、運営そ

の他必要な事項を定めるものとする。

(委員)

第 条 審議会は、 人以内の委員をもって組織する。2 25

委員は、県の総合開発に関し知識経験を有する者及び関係団体の役職員のうちか2

ら知事が委嘱し、又は命ずる。

委員の任期は、 年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間と3 2

する。

(会長及び副会長)

第 条 審議会に、会長及び副会長を置き、委員のうちから互選する。3

会長は、会務を総理し、審議会を代表する。2

副会長は、会長を助け、会長に事故があるときは、その職務を代理する。3

(会議)

第 条 審議会の会議は、会長が招集し、会長がその議長となる。4

審議会は、委員の半数以上が出席しなければ会議を開くことができない。2

審議会の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは議長の決する3

ところによる。

(部会)

第 条 審議会は、諮問された事項を調査審議するため必要があるときは、部会を置5

くことができる。

部会の名称及び部会に属すべき委員は、会長が定める。2

部会に部会長を置き、部会に属する委員のうちから会長が指名する。3

部会長は、部会の事務を掌理し、部会において調査審議した結果を審議会に報告4

しなければならない。

(庶務)

第 条 審議会の庶務は、政策企画局において処理する。6

(その他)

第 条 この規則に定めるもののほか、審議会の運営その他必要な事項は、会長が別7

に定める。

附 則

この規則は、公布の日から施行する。


